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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 173,336 △12.2 5,727 △24.3 6,390 △26.2 4,725 △30.2

20年3月期 197,386 △1.3 7,566 42.6 8,663 51.0 6,771 151.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 50.28 ― 6.0 3.6 3.3
20年3月期 72.00 ― 9.2 4.8 3.8

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  395百万円 20年3月期  571百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 170,660 78,789 46.2 838.68
20年3月期 182,427 79,677 43.7 847.49

（参考） 自己資本   21年3月期  78,789百万円 20年3月期  79,677百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 3,900 △4,972 △3,091 25,857
20年3月期 14,824 △6,052 △556 30,110

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 940 13.9 1.3
21年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 939 19.9 1.2

22年3月期 
（予想）

― 5.00 ― 5.00 10.00 39.1

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

78,000 △1.9 600 △73.5 900 △67.0 400 △86.1 4.26

通期 172,000 △0.8 3,700 △35.4 4,300 △32.7 2,400 △49.2 25.55
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注)詳細は、18 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 96,649,954株 20年3月期 96,649,954株

② 期末自己株式数 21年3月期  2,705,784株 20年3月期  2,634,521株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 168,540 △12.6 5,232 △21.5 5,865 △20.7 4,268 △25.8

20年3月期 192,732 △2.1 6,669 49.4 7,392 48.2 5,752 141.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 45.42 ―

20年3月期 61.17 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 153,503 68,513 44.6 729.30
20年3月期 163,421 69,922 42.8 743.73

（参考） 自己資本 21年3月期  68,513百万円 20年3月期  69,922百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 業績予想値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等によ
り、予想数値と異なる場合があります。業績予想に関する事項につきましては、3 ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

76,000 △0.8 400 △80.2 600 △74.8 200 △92.3 2.13

通期 167,000 △0.9 3,300 △36.9 3,700 △36.9 1,900 △55.5 20.22
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【定性的情報・財務諸表等】 

 

１．経営成績 

(1)経営成績に関する分析 

当期におけるわが国経済は、後半に入り米国の金融危機に端を発した世界的な景気減速の影響を受け、

急激なスピードで景気悪化に陥りました。 

当業界におきましては、比較的堅調に推移してきた民間設備投資は、この世界経済危機の影響を受け、

輸出産業を中心とした企業収益が大幅に悪化し、設備投資計画が中止や繰延べされるなど、低迷に転じ

ました。加えて、国・地方の財政状況を反映して官公庁工事は依然として低調であり、受注・価格競争

激化が継続するなど、厳しい経営環境下にありました。 

このような状況下にありまして、当社グループは平成 18 年度を初年度とする中期経営計画の 終年

度として、①収支向上を目指した受注戦略の推進 ②経営効率の向上 ③経営管理体制の整備 ④企業

風土の改革 などの持続的な成長戦略を推進いたしました。 

特に、コア事業へ経営資源を集中させ、効率的施工に努めるとともに、利益重視戦略に全社一丸とな

って取り組んでまいりました。 

その結果、当期の業績は次のとおりとなりました。 

 

〔 連 結 業 績 〕 売 上 高 1,733 億 3 千 6百万円 （対前期比 12.2％減） 

 営 業 利 益 57 億 2 千 7百万円 （対前期比 24.3％減） 

 経 常 利 益 63 億 9 千万円 （対前期比 26.2％減） 

 当期純利益 47 億 2 千 5百万円 （対前期比 30.2％減） 

   

〔 個 別 業 績 〕 売 上 高 1,685 億 4 千万円 （対前期比 12.6％減） 

 営 業 利 益 52 億 3 千 2百万円 （対前期比 21.5％減） 

 経 常 利 益 58 億 6 千 5百万円 （対前期比 20.7％減） 

 当期純利益 42 億 6 千 8百万円 （対前期比 25.8％減） 

 

今後の経済動向につきましては、景気悪化が続き、急速な減産の動きなどにより雇用の大幅な調整に

つながることが懸念され、外需・内需とも底の見えない厳しい状況が続くと考えられます。 

当業界におきましては、民間企業の設備投資計画の中止・繰延べなどによる建設市場の縮小や受注・

価格競争激化の継続は避けられず、一段と厳しさを増す状況になると憂慮されます。 
こうした状況下にありまして、当社グループは新中期経営計画（平成 21 年度から平成 23 年度まで）

に基づく諸施策を推進するとともに、受注の確保・拡大とコスト競争力の強化、利益の確保などの課題

克服に向け総力を結集し取り組む所存であります。 

このような状況を踏まえ、次期業績は次のように見込んでおります。 

 

〔連結業績見通し〕 売 上 高 1,720 億円  

 営 業 利 益 37 億円  

 経 常 利 益 43 億円  

 当期純利益 24 億円  

    

〔個別業績見通し〕 売 上 高 1,670 億円  

 営 業 利 益 33 億円  

 経 常 利 益 37 億円  

 当期純利益 19 億円  
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(2)財政状態に関する分析 

（資産、負債及び純資産の状況） 

当期末における総資産は 170,660 百万円となり、前期末に比べ 11,766 百万円減少しました。これは

受取手形・完成工事未収入金等の減少（6,453 百万円）、デリバティブ債権の減少（5,434 百万円）など

の要因によるものです。 

負債につきましては、支払手形・工事未払金等の減少（6,507 百万円）、未払法人税等の減少（1,414

百万円）、未成工事受入金の減少（1,379 百万円）などの要因により、前期末に比べ 10,878 百万円減少

し、91,871 百万円となりました。 

純資産額は、利益剰余金の増加（3,785 百万円）に対し、評価・換算差額等の減少（4,634 百万円）

などにより、前期末に比べ 888 百万円減少し、78,789 百万円となりました。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期末に比べ 4,252 百万円減少して

25,857 百万円となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益 8,443 百万円、減価償

却費 4,108 百万円、売上債権の減少 6,379 百万円、仕入債務の減少 6,899 百万円、未成工事受入金の減

少 1,354 百万円、未払消費税等の減少 1,445 百万円、法人税等の支払額 4,871 百万円などにより、3,900

百万円の資金増加となりました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当期における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出 32,428 百万円、定

期預金の払戻による収入 24,625 百万円、有価証券の取得による支出 15,945 百万円、有価証券の売却に

よる収入 20,000 百万円などにより、4,972 百万円の資金減少となりました。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当期における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加による収入 1,373 百万円、長

期借入金の返済による支出 2,434 百万円、リース債務の返済による支出 812 百万円、配当金の支払額

939 百万円などにより、3,091 百万円の資金減少となりました。 

 

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

 平成 18 年 3月期 平成 19 年 3月期 平成 20 年 3月期 平成 21 年 3月期

自己資本比率 36.1％ 37.6％ 43.7％  46.2％ 

時価ベースの自己資本比率 28.9％ 25.9％ 24.7％  29.0％ 

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率 
― 年  2.2 年  0.8 年  2.9 年 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ 
― 倍   62.9 倍   94.3 倍   16.8 倍 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１ いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しています。 

３ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しています。 

４ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しています。 
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(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配分に関しましては、株主の皆さまに対する利益還元を 重要政策として位置付けており、業績

ならびに将来にわたる事業展開のための内部留保の充実を図りながら、継続的かつ安定的な配当を基本

としております。今後におきましても、企業体質の強化を図るための設備投資・研究開発への投資に備

えた内部留保等を勘案しつつ、引き続き利益還元の充実に努める所存であります。 

当期の配当金につきましては、期首の予想どおり年間配当金は 10 円とする所存であります。中間配当

金は 5円を実施しておりますので、期末配当金は 5円を予定しております。 

次期の配当金につきましても、中間配当金、期末配当金ともに１株につき 5円とし、年間配当金 10 円

を予定しております。 

 

(4)事業等のリスク 

当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあ

ります。なお、文中における将来に関する事項は、期末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

① 電力会社向け売上高について 

当社は中部電力㈱の子会社であり、配電線工事を受注・施工しておりますが、同社の電気事業の情勢

変化を受けて、想定を上回る電力設備投資の減少があった場合には、当社グループの業績や財務状況に

影響を及ぼす可能性があります｡ 

② 一般得意先向け売上高について 

当社は民間の一般得意先工事の受注拡大施策を推進しておりますが、建設市場の縮小傾向と企業間の

低価格競争により厳しい受注環境下にあります｡したがって、資材の廉価購入や施工効率の向上などの

コストダウン施策に取り組んでおりますが、急速な景気悪化に伴う民間設備投資の抑制により低価格競

争が一層熾烈化する場合には、業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります｡ 

③ 完成工事原価の変動リスク 

原油価格の上昇や原材料の値上げなどの影響を受け、機器や電設資材等工事用材料費が高騰する可能

性があり、また、電工不足などによる外注労務費の高騰懸念も存在しております。今後、完成工事原価

の材料費や外注費が大幅に変動した場合には、業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります｡ 

④ 得意先の信用リスク 

当社グループは、得意先の与信管理を行い工事受注し、工事契約に基づき施工し、工事代金を受領し

ております。しかしながら、得意先が倒産し大型不良債権が発生した場合には、業績や財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。 

⑤ 工事施工に係る事故・災害等のリスク 

工事施工にあたり、日常から安全教育の徹底、危険予知活動や安全パトロールなど事故・災害を撲滅

する諸活動を実施しておりますが、万が一、工事施工に関し人身や施工物等に係る事故・災害が発生し

た場合には、業績や企業評価に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社グループは、当社、連結子会社 6社及び持分法適用関連会社 2社で構成され、設備工事業を主な事

業の内容としております。 

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

また、当社は中部電力㈱〔電気事業〕の子会社であります。 

 

（設備工事業） 

配電線工事については、当社が中部電力㈱との工事委託契約により施工しており、㈱トーエネックサー

ビスにその周辺業務を委託しております。 

一般工事については、当社及び㈱トーエネックサービスが受注施工しており、当社が受注した工事の一

部を㈱トーエネックサービスが下請施工しております。 

海外子会社である統一能科建筑安装（上海）有限公司、台湾統一能科股份有限公司、TOENEC(THAILAND)

CO., LTD.、TOENEC PHILIPPINES INCORPORATED は、それぞれ中華人民共和国、中華民国、タイ王国、フィ

リピン共和国内において建築物の空調、衛生、電気、通信及び消火設備等の施工を行っております。 

なお、ゼネラルヒートポンプ工業㈱については、平成 21 年 3 月に所有株式を売却したため、当社の関

連会社ではなくなっております。 

 

（その他の事業） 

当社は商品を販売しております。 

㈱トーエネックサービスは、商品販売、土地建物の賃貸、損害保険代理業、事務用機器の賃貸等を行っ

ております。なお、車両リース事業については、平成 20 年 10 月に中部電力㈱の子会社である㈱中電オー

トリースへ吸収分割により事業譲渡しております。 

㈱フィルテックは、中高性能フィルターの洗浄事業等を行っております。 

ＰＦＩ豊川宝飯斎場㈱は、ＰＦＩ事業である豊川宝飯斎場会館の施設整備、維持管理及び運営を受託し

ております。 

㈱中部プラントサービスは、中部電力㈱の子会社であり、火力・原子力発電所の建設・点検・保守工事

を行っております。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

その他の得意先 

                     

          工事請負 中部電力㈱の子会社・関連会社 

          
中部電力㈱〔親会社〕 ※㈱中部プラントサー

ビス 
その他の子会社・関連会社 

                     

      工事請負     工事請負  工事請負   

 
工事請負 

     商品販売     商品販売  商品販売   
工事材料

                     

        当社 

    

    
その他の事業 設備工事業 

             

   

商品販売 

土地建物賃貸 

事務機器賃貸 

損害保険代行 

工事請負 
          

           

工事の周辺業務 

工事の施工(下請)

商品販売 
中高性能フィルターの洗浄     

      ☆㈱トーエネックサービス ☆㈱フィルテック 

      その他の事業 設備工事業 その他の事業 
                     

                     

               
工事の施工 

      

      ☆統一能科建築安装（上海）有限公司 ※ＰＦＩ豊川宝飯斎場㈱ 

      ☆台湾統一能科股份有限公司 その他の事業 

      ☆TOENEC (THAILAND) CO.,LTD.       

      ☆TOENEC PHILIPPINES INCORPORATED ☆連結子会社   

      設備工事業 ※持分法適用関連会社   
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３．経営方針 

(1)会社の経営の基本方針 

当社グループは、 

①社会のニーズに応える快適環境の創造 

②未来をみつめ独自性を誇りうる技術の展開 

③考え挑戦するいきいき人間企業の実現 

を経営理念の柱に掲げ、電力供給設備・電気設備・環境関連設備・情報通信設備などの設計・施工など

を営む総合設備企業として、エネルギー、環境、情報の分野においてインフラストラクチャーの整備・

構築を責務として事業を展開しております。 
 

(2)目標とする経営指標 

新中期経営計画における数値目標は次のとおりであります｡ 
 

( 平 成 2 3 年 度 ) 連結業績 個別業績 

受 注 高 1,900 億円以上 1,850 億円以上 

売 上 高 1,900 億円以上 1,850 億円以上 

経 常 利 益 50 億円以上 45 億円以上 

Ｒ Ｏ Ｅ 3.2％以上 3.2％以上 
 

(3)中長期的な会社の経営戦略 

建設業の市場は、輸出の減退・急激な円高による企業収益悪化の影響を受けた設備投資計画の中止あ

るいは繰延べなどにより縮減しており、受注競争の一層の激化が予想されるなど、今まで以上に厳しい

経営環境が続くと考えられます。 

しかしながら、このような状況下にあっても、企業のミッションは持続的成長を図りながらサービス

を創り出し、それを提供することによって人々の喜びを創り出し、社会貢献することです。 

したがって、過去 3年間取り組んできた持続的成長戦略を進化させるとともにその足固めを行い、い

かなる状況下においても安定した利益を創出できる強靭な企業体質づくりに向けて、「強靭な企業体質

への転換～持続的成長戦略の足固め～」をテーマとする新たな中期経営計画（平成 21 年度～23 年度）

に取り組む所存であります。 

この新中期経営計画における主な基本戦略は、「お客さま満足」を常に意識し、お客さまの立場に立

ったきめ細かなサービスの提供を徹底し、選ばれる企業を目指すことであり、経営方針と主な取り組み

課題は次のとおりであります。 

①収益向上を目指した受注戦略の推進 

1.コア事業の受注拡大と元請工事の拡大   2.新規・新領域事業の開拓 

②経営効率の向上 

1.徹底したコストダウン施策の推進     2.経営資源の再配分 

3.キャッシュ・フロー経営の推進      4.ＩＴ戦略の推進 

5.部門・本支店間のコミュニケーション増進 

③経営管理体制の強化 

1.信頼される企業づくりの推進  2.当社グループ経営管理体制の強化 

3.リスク管理の強化  

④人材の育成強化 

1.人材の育成強化  2.現場力の強化  3.活力ある職場づくり 
 

(4)会社の対処すべき課題 

当社グループは安定した利益を確保できる強靭な企業体質への転換に向け、持続的な成長戦略の足固

めを基本とした諸施策に取り組みます。加えて、熾烈な受注・価格競争に打ち勝つため「受注の確保」

と「コスト競争力の強化」が肝要と考え、その重要課題として、 

①お客さま重視のサービス提供の徹底によるコア事業の受注の確保 

②コア事業を補完・代替する新規・新領域事業や成長分野への業容拡大 

③施工効率の一層の向上と徹底した原価管理による利益の確保 

④材料の廉価購入や聖域なきコストダウンによる利益の確保 

⑤リスク管理の強化によるネガティブコストの排除 

⑥独自技術の展開を図るための人材の育成と現場力の強化 

を掲げ、総力を結集して当社グループ全体の企業価値 大化を目指していく所存であります。 
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４．【連結財務諸表】 

(1)【連結貸借対照表】  

１ 【連結財務諸表等】

（単位：百万円）

    前連結会計年度 
(平成20年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年3月31日) 

資産の部  
 流動資産  
  現金預金 25,508 26,520
  受取手形・完成工事未収入金等 46,132 39,678
  有価証券 14,012 12,458
  未成工事支出金等 10,393 －
  未成工事支出金 － 8,538
  材料貯蔵品 － 1,907
  商品 － 95
  繰延税金資産 344 2,499
  その他 8,231 2,086
  貸倒引当金 △330 △317

  流動資産合計 104,291 93,467
 固定資産  
  有形固定資産  
   建物・構築物 41,600 41,922
   機械、運搬具及び工具器具備品 27,072 21,333
   リース資産 2,218 －
   土地 24,669 25,264
   建設仮勘定 178 94
   減価償却累計額 △48,158 △41,228

   有形固定資産合計 47,580 47,387
  無形固定資産 ※3 1,310 ※3 1,185
  投資その他の資産  
   投資有価証券 ※1, ※2 15,682 ※1, ※2 14,433
   繰延税金資産 11,978 12,693
   その他 ※2 2,856 ※2 2,794
   貸倒引当金 △1,273 △1,300

   投資その他の資産合計 29,245 28,619
  固定資産合計 78,136 77,192
 資産合計 182,427 170,660
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（単位：百万円）

   前連結会計年度 
(平成20年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年3月31日) 

負債の部  
 流動負債  
  支払手形・工事未払金等 42,345 35,838
  短期借入金 7,299 4,553
  リース債務 － 1,622
  未払費用 6,457 5,607
  未払法人税等 3,073 1,658
  未成工事受入金 3,541 2,161
  役員賞与引当金 42 －
  工事損失引当金 162 －
  その他 2,071 1,911
  流動負債合計 64,994 53,353
 固定負債  
  長期借入金 3,853 210
  リース債務 － 4,850
  退職給付引当金 33,620 33,000
  役員退職慰労引当金 264 73
  その他 16 383
  固定負債合計 37,755 38,517
 負債合計 102,749 91,871

純資産の部  
 株主資本  
  資本金 7,680 7,680
  資本剰余金 6,839 6,839
  利益剰余金 59,955 63,740
  自己株式 △1,224 △1,263

  株主資本合計 73,250 76,997
 評価・換算差額等  
  その他有価証券評価差額金 2,646 1,169
  繰延ヘッジ損益 3,770 538
  為替換算調整勘定 10 84
  評価・換算差額等合計 6,426 1,791
 純資産合計 79,677 78,789

負債純資産合計 182,427 170,660
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(2)【連結損益計算書】  

（単位：百万円）

  
前連結会計年度 

至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当連結会計年度 

至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

売上高  
 完成工事高 197,386 173,336

売上原価  
 完成工事原価 173,127 150,957

売上総利益  
 完成工事総利益 24,258 22,379

販売費及び一般管理費 ※1, ※2 16,692 ※1, ※2 16,651

営業利益 7,566 5,727

営業外収益  
 受取利息 183 261
 受取配当金 168 162
 受取地代家賃 161 163
 持分法による投資利益 571 395
 雑収入 234 169
 営業外収益合計 1,319 1,153

営業外費用  
 支払利息 157 232
 為替差損 44 172
 雑支出 20 85
 営業外費用合計 221 490

経常利益 8,663 6,390

特別利益  
 事業分離における移転利益 3,996 67
 固定資産売却益 ※3 233 ※3 296
 貸倒引当金戻入額 78 48
 投資有価証券売却益 16 28
 スワップ解約益 － 3,827
 特別利益合計 4,324 4,269

特別損失  
 事業譲渡等関係費用 71 －
 固定資産除売却損 ※4 146 ※4 197
 減損損失 ※5 714 ※5 125
 関係会社株式売却損 － 16
 投資有価証券売却損 1 －
 貸倒引当金繰入額 185 3
 投資有価証券評価損 11 206
 燃料関連事業解約損 562 1,666
 特別損失合計 1,693 2,216

税金等調整前当期純利益 11,294 8,443

法人税、住民税及び事業税 4,095 3,469

法人税等調整額 427 248

法人税等合計 4,523 3,718

当期純利益 6,771 4,725
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(3)【連結株主資本等変動計算書】  

（単位：百万円）

    
前連結会計年度 

 至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当連結会計年度 

 至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

株主資本  
 資本金  
  前期末残高 7,680 7,680
  当期変動額  
   当期変動額合計 － －

  当期末残高 7,680 7,680
 資本剰余金  
  前期末残高 6,838 6,839
  当期変動額  
   自己株式の処分 0 0
   当期変動額合計 0 0
  当期末残高 6,839 6,839
 利益剰余金  
  前期末残高 47,219 59,955
  当期変動額  
   剰余金の配当 △940 △939
   当期純利益 6,771 4,725
   持分法の適用範囲の変動 6,904 －

   当期変動額合計 12,735 3,785
  当期末残高 59,955 63,740
 自己株式  
  前期末残高 △1,189 △1,224
  当期変動額  
   自己株式の取得 △38 △45
   自己株式の処分 4 6
   当期変動額合計 △34 △38

  当期末残高 △1,224 △1,263
 株主資本合計  
  前期末残高 60,549 73,250
  当期変動額  
   剰余金の配当 △940 △939
   当期純利益 6,771 4,725
   持分法の適用範囲の変動  6,904 －
   自己株式の取得 △38 △45
   自己株式の処分 4 7
   当期変動額合計 12,701 3,746
  当期末残高 73,250 76,997
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（単位：百万円）

    
前連結会計年度 

 至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当連結会計年度 

 至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

評価・換算差額等  
 その他有価証券評価差額金  
  前期末残高 4,624 2,646
  当期変動額   
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,978 △1,477

   当期変動額合計 △1,978 △1,477

  当期末残高 2,646 1,169
 繰延ヘッジ損益  
  前期末残高 2,842 3,770
  当期変動額  
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 927 △3,231

   当期変動額合計 927 △3,231

  当期末残高 3,770 538
 為替換算調整勘定  
  前期末残高 △33 10
  当期変動額  
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 44 74
   当期変動額合計 44 74
  当期末残高 10 84
 評価・換算差額等合計  
  前期末残高 7,433 6,426
  当期変動額  
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,006 △4,634

   当期変動額合計 △1,006 △4,634

  当期末残高 6,426 1,791

純資産合計  
 前期末残高 67,983 79,677
 当期変動額  
  剰余金の配当 △940 △939
  当期純利益 6,771 4,725
  持分法の適用範囲の変動 6,904 －
  自己株式の取得 △38 △45
  自己株式の処分 4 7
  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,006 △4,634

  当期変動額合計 11,694 △888

 当期末残高 79,677 78,789
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】  

（単位：百万円）

  
前連結会計年度 

至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当連結会計年度 

至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

営業活動によるキャッシュ・フロー  
 税金等調整前当期純利益 11,294 8,443
 減価償却費 3,763 4,108
 減損損失 714 125
 貸倒引当金の増減額（△は減少） 140 15
 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 9 △42
 退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,115 △618
 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 56 △191
 その他の引当金の増減額（△は減少） △1,367 △162
 受取利息及び受取配当金 △352 △424
 支払利息 157 232
 為替差損益（△は益） 3 △1
 投資有価証券評価損益（△は益） 11 206
 投資有価証券売却損益（△は益） △14 △28
 関係会社株式売却損益（△は益） － 16
 持分法による投資損益（△は益） △571 △395
 有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） △87 △98
 売上債権の増減額（△は増加） 10,573 6,379
 未成工事支出金の増減額（△は増加） 6,501 △210
 たな卸資産の増減額（△は増加） △224 △63
 仕入債務の増減額（△は減少） △13,185 △6,899
 未成工事受入金の増減額（△は減少） 258 △1,354
 未払消費税等の増減額（△は減少） 735 △1,445
 その他 1,345 1,182
 小計 18,650 8,771
 法人税等の支払額 △3,825 △4,871

 営業活動によるキャッシュ・フロー 14,824 3,900

投資活動によるキャッシュ・フロー  
 定期預金の預入による支出 △7,499 △32,428
 定期預金の払戻による収入 7,511 24,625
 有価証券の取得による支出 △8,500 △15,945
 有価証券の売却による収入 － 20,000
 投資有価証券の取得による支出 △15 △1,090
 投資有価証券の売却による収入 37 59
 貸付けによる支出 △33 △2
 貸付金の回収による収入 － 14
 有形固定資産の取得による支出 △3,617 △3,219
 有形固定資産の売却による収入 632 1,285
 利息及び配当金の受取額 362 439
 事業譲渡による収入 ※2 5,723 ※2 1,489
 事業譲受による支出 ※2 △732 ※2 －
 その他 77 △200

 投資活動によるキャッシュ・フロー △6,052 △4,972
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（単位：百万円）

  
前連結会計年度 

至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当連結会計年度 

至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

財務活動によるキャッシュ・フロー  
 短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,373
 長期借入れによる収入 3,500 －
 長期借入金の返済による支出 △2,950 △2,434
 自己株式の取得による支出 △38 △45
 自己株式の売却による収入 4 7
 リース債務の返済による支出 － △812
 利息の支払額 △132 △240
 配当金の支払額 △938 △939

 財務活動によるキャッシュ・フロー △556 △3,091

現金及び現金同等物に係る換算差額 15 △88

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,231 △4,252

現金及び現金同等物の期首残高 21,878 30,110

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 30,110 ※1 25,857
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(5)継続企業の前提に関する注記 

該当事項なし。 

 

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

当連結会計年度 

(自 平成20年 4月 1日 

至 平成21年 3月31日) 

１ 連結の範囲に関

する事項 

連結子会社数 6 社 

すべての子会社を連結の範囲に含めている。 

連結子会社名 

・㈱トーエネックサービス 

・㈱フィルテック 

・統一能科建筑安装（上海）有限公司 

・台湾統一能科股份有限公司 

・TOENEC （THAILAND） CO.,LTD.  

・TOENEC PHILIPPINES INCORPORATED 
 

２ 持分法の適用に

関する事項 

持分法適用関連会社数 2社 

すべての関連会社を持分法適用の範囲に含めている。 

持分法適用関連会社名 

・ＰＦＩ豊川宝飯斎場㈱ 

・㈱中部プラントサービス 

 なお、ゼネラルヒートポンプ工業㈱については、平成 21 年 3 月に所有株式を

売却したため、当社の関連会社ではなくなっている。 

また、当社はりんくうカレッジサービス㈱の議決権の 21％を保有している

が、人事、技術、取引等の関係がなく、同社の財務及び営業の方針に対し重要

な影響を与えることが出来ないため、関連会社には含めていない。 
 

３ 連結子会社の事

業年度等に関する

事項 

連結子会社のうち、統一能科建筑安装（上海）有限公司、台湾統一能科股份

有限公司、TOENEC（THAILAND）CO.,LTD.、TOENEC PHILIPPINES INCORPORATED

の決算日は 12 月 31 日であり、連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。 

 また、その他の連結子会社については決算日に相違はない。 
 

４ 会計処理基準に

関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 デリバティブ 

時価法 

 たな卸資産 

①未成工事支出金 

個別法による原価法 

②材料貯蔵品、商品 

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定） 

 （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第 9号 平成 18 年 7月 5日公表分）を適用している。この変更に伴う損益

に与える影響は軽微である。 
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当連結会計年度 

(自 平成20年 4月 1日 

至 平成21年 3月31日) 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却方法 

有形固定資産 

①リース資産以外の有形固定資産 

主として定率法 

ただし、当社及び国内連結子会社については、平成 10 年 4 月 1日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)について、定額法を採用している。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成 20 年 3 月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっている。 
 

 無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間(5 年)に基づく定額法による。 
 

 (3)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
 

 工事損失引当金 

将来の工事損失の発生に備えるため、工事損失が確実視される場合に、

当連結会計年度末において合理的に見積もることができる工事損失見込額

を計上する方法によっている。 
 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 

過去勤務債務及び数理計算上の差異については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(15 年)による定額法により、発生連結

会計年度から費用処理している。 
 

 役員退職慰労引当金 

（追加情報） 

提出会社の役員退職慰労引当金については、従来、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上していたが、平成 20

年 6月 26日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃

止した。制度の廃止に伴い、在任期間に応じた役員退職慰労金の打ち切り

支給を同株主総会にて決議し、役員退職慰労引当金残高 192 百万円を固定

負債の「その他」に計上している。 
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当連結会計年度 

(自 平成20年 4月 1日 

至 平成21年 3月31日) 

 

 

(4)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。 

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債務については、振当処理を採

用し、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によ

っている。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

コモディティ・スワップ 低硫黄Ａ重油 

為替予約 外貨建金銭債務 

金利スワップ 借入金  
 ③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額を定めた内部規程に基

づき、ヘッジ対象に係る価格相場変動リスク、為替相場変動リスク及び金利

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしている。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を四半期毎に比較し、両者の変

動額等を基礎として、ヘッジ有効性を評価している。 

 ただし、振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略している。 
 

 (5)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①長期請負工事の収益計上処理 

請負金額 5億円以上で、かつ工期が 12 ヵ月以上の工事については、工事進

行基準を適用している。ただし、一部の連結子会社については、一定の基準

に該当する工事について、工事進行基準を適用している。工事進行基準によ

る完成工事高は 5,657 百万円である。 

 ②消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
 

５ 連結子会社の資産

及び負債の評価に関

する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用してい

る。 

６ 連結キャッシュ・

フロー計算書におけ

る資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能又は 3ヶ月以内に満期の到来する預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 
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(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

当連結会計年度 

(自 平成20年 4月 1日 

至 平成21年 3月31日) 

１ 会計方針の変更 （リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっていたが、当連結会計年度より、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第 13 号（平成 5年 6月 17 日（企業会計審議会

第一部会）、平成 19 年 3 月 30 日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成 6年 1月 18 日（日本公認会計

士協会 会計制度委員会）、平成 19 年 3 月 30 日改正））を適用し、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっている。リース資産の表示方法につい

ては、有形固定資産に属する各科目に含めて表示している。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

平成 20 年 3 月 31 日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっている。 

これにより、営業利益が 3 百万円増加し、経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ 163 百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該個所に記載している。 

 また、従来「リース資産」として計上していた国内子会社の一部が保有する

賃貸資産については、リース投資資産として流動資産の「その他」に計上して

いる。 
 

２ 表示方法の変更 （連結貸借対照表関係） 

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 20年 8月 7日内閣府令第

50 号）が適用となることに伴い、前連結会計年度において、「未成工事支出金

等」として掲記されていたものは、当連結会計年度から「未成工事支出金」「材

料貯蔵品」「商品」に区分掲記している。なお、前連結会計年度の「未成工事支

出金等」に含まれる「未成工事支出金」「材料貯蔵品」「商品」は、それぞれ 8,453

百万円、1,818 百万円、121 百万円である。 
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(8)連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成 20 年 4月 1日 至 平成 21 年 3月 31 日） 

 
設備工事業 

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

  売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 168,931 4,405 173,336  ― 173,336

(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
0 4,143 4,143 (4,143) ―

計 168,931 8,549 177,480 (4,143) 173,336

  営業費用 158,701 8,331 167,032 576 167,608

  営業利益 10,229 218 10,448 (4,720) 5,727

Ⅱ 資産､減価償却費､減損損失 

  及び資本的支出 
 

  資産 147,034 13,288 160,322 10,337 170,660

  減価償却費 2,041 1,698 3,739 368 4,108

  減損損失 ― ― ― 125 125

  資本的支出 4,383 989 5,372 189 5,562

(注)１ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1)事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

(2)各区分に属する主要な事業の内容 

設備工事業 ：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業 

その他の事業：商品販売、賃貸リース、損害保険代理業他 

２ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、4,871 百万円であり、その

主なものは連結財務諸表提出会社本店の管理部門に係る費用である。 

３ 資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、10,755 百万円であり、その主なものは

連結財務諸表提出会社の余資運用資金、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産である。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用及びその償却額が含まれている。 

５ 会計方針の変更 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっていたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号（平成 5 年 6

月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平成 19 年 3 月 30 日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成 6 年 1 月 18 日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成 19 年 3月 30 日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 日以前の

リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

これにより、前連結会計年度と同一の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業利益が、「設

備工事業」で 22 百万円増加し、「その他の事業」で 19 百万円減少している。 

 

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成 20 年 4月 1日 至 平成 21 年 3月 31 日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がい

ずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成 20 年 4月 1日 至 平成 21 年 3月 31 日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略した。 
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（１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

(自 平成19年 4月 1日 

至 平成20年 3月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年 4月 1日 

至 平成21年 3月31日) 

１株当たり純資産額 847.49 円 838.68 円

１株当たり当期純利益 72.00 円 50.28 円

(注)1.

2.

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

１株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
前連結会計年度 

(平成 20 年 3月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 21 年 3月 31 日) 

純資産の部の合計額(百万円) 79,677 78,789

普通株式に係る純資産額(百万円) 79,677 78,789

普通株式の発行済株式数(千株) 96,649 96,649

普通株式の自己株式数(千株) 2,634 2,705

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数(千株) 

94,015 93,944

3.

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 

前連結会計年度 

(自 平成19年 4月 1日 

至 平成20年 3月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年 4月 1日 

至 平成21年 3月31日) 

当期純利益（百万円） 6,771 4,725

普通株主に帰属しない金額(百万円)             

普通株式に係る当期純利益(百万円) 6,771 4,725

普通株式の期中平均株式数(千株) 94,041 93,972

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項なし。 

 

 

（開示の省略） 

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付に関する注

記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略して

いる。 

 

㈱トーエネック（1946）平成21年3月期決算短信

- 20 -



５．【個別財務諸表】 

(1)【貸借対照表】  

２ 【財務諸表等】

（単位：百万円）

    前事業年度 
(平成20年3月31日) 

当事業年度 
(平成21年3月31日) 

資産の部  
 流動資産  
  現金預金 23,984 24,644
  受取手形 ※1 5,973 ※1 4,031
  完成工事未収入金 ※1 38,192 ※1 33,965
  有価証券 14,012 12,458
  未成工事支出金 8,252 8,393
  材料貯蔵品 1,818 1,907
  商品 93 67
  繰延税金資産 172 2,271
  未収入金 ※1 1,387 ※1 1,218
  立替金 1,718 781
  デリバティブ債権 6,357 922
  その他 67 218
  貸倒引当金 △321 △323

  流動資産合計 101,709 90,558
 固定資産  
  有形固定資産  
   建物 35,995 36,218
   減価償却累計額 △23,843 △23,676
   構築物 4,294 4,339
   減価償却累計額 △3,369 △3,391
   機械装置 732 2,066
   減価償却累計額 △678 △783
   車両運搬具 10 395
   減価償却累計額 △9 △38
   工具、器具及び備品 4,501 4,485
   減価償却累計額 △3,959 △3,965
   土地 24,609 25,204
   建設仮勘定 137 94
   有形固定資産合計 38,419 40,950
  無形固定資産  
   ソフトウエア 488 436
   その他 516 457
   無形固定資産合計 1,005 894
  投資その他の資産  
   投資有価証券 ※2 8,093 ※2 6,481
   関係会社株式 ※2 223 ※2 215
   関係会社出資金 209 209
   長期貸付金 200 187
   関係会社長期貸付金 ※2 743 ※2 715
   破産更生債権等 441 485
   長期前払費用 22 18
   繰延税金資産 12,193 12,693
   その他 2,071 1,995
   貸倒引当金 △1,911 △1,902

   投資その他の資産合計 22,286 21,099
  固定資産合計 61,712 62,944
 資産合計 163,421 153,503
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（単位：百万円）

     前事業年度 
(平成20年3月31日) 

当事業年度 
(平成21年3月31日) 

負債の部  
 流動負債  
  支払手形 ※3 6,518 ※3 4,894
  工事未払金 ※3 30,527 ※3 25,567
  短期借入金 3,700 3,700
  リース債務 － 303
  未払金 ※3 4,373 ※3 5,068
  未払費用 6,034 5,190
  未払法人税等 2,983 1,329
  未払消費税等 1,066 －
  未成工事受入金 3,453 2,067
  役員賞与引当金 42 －
  工事損失引当金 162 －
  その他 811 1,774
  流動負債合計 59,674 49,895
 固定負債  
  リース債務 － 1,895
  退職給付引当金 33,617 32,997
  役員退職慰労引当金 198 －
  その他 9 202
  固定負債合計 33,825 35,094
 負債合計 93,499 84,990

純資産の部  
 株主資本  
  資本金 7,680 7,680
  資本剰余金  
   資本準備金 6,831 6,831
   その他資本剰余金 7 7
   資本剰余金合計 6,839 6,839
  利益剰余金  
   利益準備金 1,639 1,639
   その他利益剰余金  
    海外市場開拓積立金 100 100
    固定資産圧縮積立金 817 911
    別途積立金 41,400 46,200
    繰越利益剰余金 6,269 4,703
   利益剰余金合計 50,226 53,555
  自己株式 △1,224 △1,263

  株主資本合計 63,522 66,812
 評価・換算差額等  
  その他有価証券評価差額金 2,629 1,162
  繰延ヘッジ損益 3,770 538
  評価・換算差額等合計 6,399 1,700
 純資産合計 69,922 68,513

負債純資産合計 163,421 153,503
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(2)【損益計算書】  

（単位：百万円）

  
前事業年度 

至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当事業年度 

至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

売上高  
 完成工事高 186,764 164,806
 兼業事業売上高 5,967 3,734
 売上高合計 ※1 192,732 ※1 168,540

売上原価  
 完成工事原価 164,583 144,029
 兼業事業売上原価 5,536 3,399
 売上原価合計 170,120 147,428

売上総利益  
 完成工事総利益 22,180 20,776
 兼業事業総利益 431 335
 売上総利益合計 22,611 21,111

販売費及び一般管理費  
 役員報酬 159 241
 役員賞与引当金繰入額 42 －
 従業員給料手当 7,496 7,539
 退職給付費用 719 836
 役員退職慰労引当金繰入額 79 34
 法定福利費 1,105 1,041
 福利厚生費 639 640
 修繕維持費 290 163
 事務用品費 180 238
 通信交通費 512 489
 動力用水光熱費 180 177
 調査研究費 284 292
 広告宣伝費 235 248
 貸倒引当金繰入額 2 71
 交際費 261 224
 寄付金 93 37
 地代家賃 511 452
 減価償却費 953 1,051
 租税公課 428 391
 保険料 14 16
 雑費 1,752 1,688
 販売費及び一般管理費合計 ※2 15,942 ※2 15,879

営業利益 6,669 5,232

営業外収益  
 受取利息 173 160
 有価証券利息 13 100
 受取配当金 175 192
 受取地代家賃 228 232
 雑収入 224 165
 営業外収益合計 ※1 815 ※1 850

営業外費用  
 支払利息 56 113
 為替差損 14 0
 子会社支援損 － 36
 雑支出 21 67
 営業外費用合計 ※1 92 ※1 218

経常利益 7,392 5,865
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（単位：百万円）

  
前事業年度 

至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当事業年度 

至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

特別利益  
 事業分離における移転利益 3,996 －
 固定資産売却益 ※3 169 ※3 258
 貸倒引当金戻入額 63 34
 投資有価証券売却益 14 28
 スワップ解約益 － 3,827
 特別利益合計 4,244 4,148

特別損失  
 事業譲渡等関係費用 71 －
 固定資産除売却損 ※4 62 ※4 137
 減損損失 ※5 714 ※5 125
 関係会社株式売却損 － 7
 投資有価証券売却損 1 －
 貸倒引当金繰入額 185 0
 投資有価証券評価損 11 206
 燃料関連事業解約損 562 1,666
 特別損失合計 1,609 2,143

税引前当期純利益 10,027 7,870

法人税、住民税及び事業税 3,824 3,042

法人税等調整額 449 559

法人税等合計 4,274 3,601

当期純利益 5,752 4,268
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(3)【株主資本等変動計算書】  

（単位：百万円）

      
前事業年度 

 至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当事業年度 

 至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

株主資本  
 資本金  
  前期末残高 7,680 7,680
  当期変動額  
   当期変動額合計 － －

  当期末残高 7,680 7,680
 資本剰余金  
  資本準備金  
   前期末残高 6,831 6,831
   当期変動額  
    当期変動額合計 － －

   当期末残高 6,831 6,831
  その他資本剰余金  
   前期末残高 6 7
   当期変動額  
    自己株式の処分 0 0
    当期変動額合計 0 0
   当期末残高 7 7
  資本剰余金合計  
   前期末残高 6,838 6,839
   当期変動額  
    自己株式の処分 0 0
    当期変動額合計 0 0
   当期末残高 6,839 6,839
 利益剰余金  
  利益準備金  
   前期末残高 1,639 1,639
   当期変動額  
    当期変動額合計 － －

   当期末残高 1,639 1,639
  その他利益剰余金  
   海外市場開拓積立金  
    前期末残高 100 100
    当期変動額  
     当期変動額合計  － －

    当期末残高 100 100
   固定資産圧縮積立金  
    前期末残高 802 817
    当期変動額  
     固定資産圧縮積立金の取崩 △9 △9
     固定資産圧縮積立金の積立 24 103
     当期変動額合計 15 94
    当期末残高 817 911
   別途積立金  
    前期末残高 40,000 41,400
    当期変動額  
     別途積立金の積立 1,400 4,800
     当期変動額合計 1,400 4,800
    当期末残高 41,400 46,200
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（単位：百万円）

      
前事業年度 

 至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当事業年度 

 至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

   繰越利益剰余金  
    前期末残高 2,872 6,269
    当期変動額  
     別途積立金の積立 △1,400 △4,800
     剰余金の配当 △940 △939
     固定資産圧縮積立金の取崩 9 9
     固定資産圧縮積立金の積立 △24 △103
     当期純利益 5,752 4,268
     当期変動額合計 3,396 △1,565

    当期末残高 6,269 4,703
  利益剰余金合計  
   前期末残高 45,415 50,226
   当期変動額  
    剰余金の配当 △940 △939
    当期純利益 5,752 4,268
    当期変動額合計 4,811 3,328
   当期末残高 50,226 53,555
 自己株式  
  前期末残高 △1,189 △1,224
  当期変動額  
   自己株式の取得 △38 △45
   自己株式の処分 4 6
   当期変動額合計 △34 △38

  当期末残高  △1,224 △1,263
 株主資本合計  
  前期末残高 58,745 63,522
  当期変動額  
   剰余金の配当 △940 △939
   当期純利益 5,752 4,268
   自己株式の取得 △38 △45
   自己株式の処分 4 7
   当期変動額合計 4,777 3,289
  当期末残高 63,522 66,812
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（単位：百万円）

    
前事業年度 

 至 平成20年3月31日) 
(自 平成19年4月1日

当事業年度 

 至 平成21年3月31日) 
(自 平成20年4月1日

評価・換算差額等  
 その他有価証券評価差額金  
  前期末残高 4,624 2,629
  当期変動額  
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,995 △1,466

   当期変動額合計 △1,995 △1,466

  当期末残高 2,629 1,162
 繰延ヘッジ損益  
  前期末残高 2,842 3,770
  当期変動額  
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 927 △3,231

   当期変動額合計 927 △3,231

  当期末残高 3,770 538
 評価・換算差額等合計  
  前期末残高 7,467 6,399
  当期変動額  
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △1,067 △4,698

   当期変動額合計 △1,067 △4,698

  当期末残高 6,399 1,700

純資産合計  
 前期末残高 66,212 69,922
 当期変動額  
  剰余金の配当 △940 △939
  当期純利益 5,752 4,268
  自己株式の取得 △38 △45
  自己株式の処分 4 7
  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,067 △4,698

  当期変動額合計 3,709 △1,409

 当期末残高 69,922 68,513
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(4)継続企業の前提に関する注記 

該当事項なし。 

 

 

６．その他 

(1)受注及び売上の状況（個別業績） 

①部門別受注高・売上高・期末手持工事高 

（注）１ 株式会社シーテックとの事業再編に伴い、平成 19 年 10 月 1 日以降、当社の発電・送電・変電・土木工

事はありません。 

   ２ ( )内のパーセント表示は、構成比率を示しております。 

部 門 別 
前 期 

(19.4.1～20.3.31)

当 期 

(20.4.1～21.3.31)
比較増減 増減率 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円 ％

配 電 線 工 事 71,560 ( 39.6) 71,133 ( 43.1) △427 △0.6

発電･送電･変電･土木工事 3,071 (  1.7) ― (   ―) △3,071 ―

地 中 線 工 事 6,322 (  3.5) 6,591 (  4.0) 268 4.2

通 信 工 事 14,843 (  8.2) 16,381 (  9.9) 1,538 10.4

屋 内 線 工 事 69,331 ( 38.3) 57,997 ( 35.1) △11,333 △16.3

空 調 管 工 事 9,797 (  5.4) 9,226 (  5.6) △571 △5.8

計 174,926 ( 96.7) 161,330 ( 97.7) △13,596 △7.8

商 品 販 売 5,967 (  3.3) 3,734 (  2.3) △2,233 △37.4

受 

注 

高 

合 計 180,894 (100.0) 165,064 (100.0) △15,830 △8.8

配 電 線 工 事 71,591 ( 37.1) 71,225 ( 42.3) △365 △0.5

発電･送電･変電･土木工事 2,520 (  1.3) ― (   ―) △2,520 ―

地 中 線 工 事 6,020 (  3.1) 6,201 (  3.7) 181 3.0

通 信 工 事 15,947 (  8.3) 15,354 (  9.1) △592 △3.7

屋 内 線 工 事 79,123 ( 41.1) 63,612 ( 37.7) △15,511 △19.6

空 調 管 工 事 11,561 (  6.0) 8,413 (  5.0) △3,147 △27.2

計 186,764 ( 96.9) 164,806 ( 97.8) △21,957 △11.8

商 品 販 売 5,967 (  3.1) 3,734 (  2.2) △2,233 △37.4

売 

上 
高 

合 計 192,732 (100.0) 168,540 (100.0) △24,191 △12.6

配 電 線 工 事 1,168 (  3.0) 1,076 (   3.1) △92 △7.9

発電･送電･変電･土木工事 ― (   ―) ― (    ―) ― ―

地 中 線 工 事 3,004 (  7.8) 3,393 (   9.7) 389 13.0

通 信 工 事 1,780 (  4.6) 2,808 (   8.0) 1,027 57.7

屋 内 線 工 事 29,277 ( 76.0) 23,662 (  67.4) △5,614 △19.2

空 調 管 工 事 3,317 (  8.6) 4,129 (  11.8) 812 24.5

期 

末 

手 

持 

工 

事 

高 

計 38,548 (100.0) 35,072 ( 100.0) △3,476 △9.0
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②得意先別受注高・売上高 

得 意 先 別 
前 期 

(19.4.1～20.3.31)

当 期 

(20.4.1～21.3.31)
比較増減 増減率 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円 ％

中 部 電 力 ㈱ 76,355 ( 42.2) 75,136 ( 45.5) △1,218 △1.6

一 般 得 意 先 104,539 ( 57.8) 89,927 ( 54.5) △14,611 △14.0

受
注
高 

合 計 180,894 (100.0) 165,064 (100.0) △15,830 △8.8
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円 ％

中 部 電 力 ㈱ 77,564 ( 40.2) 73,150 ( 43.4) △4,414 △5.7

一 般 得 意 先 115,167 ( 59.8) 95,390 ( 56.6) △19,777 △17.2

売
上
高 

合 計 192,732 (100.0) 168,540 (100.0) △24,191 △12.6

（注） ( )内のパーセント表示は、構成比率を示しております。 

 

③次期得意先別受注高・売上高予想 

（注） ( )内のパーセント表示は、構成比率を示しております。 

 

④次期部門別売上高予想 

（注） ( )内のパーセント表示は、構成比率を示しております。 

 

得 意 先 別 
当 期 

(20.4.1～21.3.31)

次期予想 

(21.4.1～22.3.31)
比較増減 増減率 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円 ％

中 部 電 力 ㈱ 75,136 ( 45.5) 78,600 ( 47.1) 3,463 4.6

一 般 得 意 先 89,927 ( 54.5) 88,400 ( 52.9) △1,527 △1.7

受
注
高 

合 計 165,064 (100.0) 167,000 (100.0) 1,935 1.2
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円 ％

中 部 電 力 ㈱ 73,150 ( 43.4) 78,500 ( 47.0) 5,349 7.3

一 般 得 意 先 95,390 ( 56.6) 88,500 ( 53.0) △6,890 △7.2

売
上
高 

合 計 168,540 (100.0) 167,000 (100.0) △1,540 △0.9

部 門 別 
当 期 

(20.4.1～21.3.31)

次期予想 

(21.4.1～22.3.31)
比較増減 増減率 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円 ％

配 電 線 工 事 71,225 ( 42.3) 76,000 ( 45.5) 4,774 6.7

地 中 線 工 事 6,201 (  3.7) 6,400 (  3.8) 198 3.2

通 信 工 事 15,354 (  9.1) 17,000 ( 10.2) 1,645 10.7

屋 内 線 工 事 63,612 ( 37.7) 55,000 ( 32.9) △8,612 △13.5

空 調 管 工 事 8,413 (  5.0) 8,800 (  5.3) 386 4.6

計 164,806 ( 97.8) 163,200 ( 97.7) △1,606 △1.0

商 品 販 売 3,734 (  2.2) 3,800 (  2.3) 65 1.8

売 

上 

高 

合 計 168,540 (100.0) 167,000 (100.0) △1,540 △0.9
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